
市の組織及び財政 

 

１ 職員数一覧                      （令和 8.4.1） 

 

所  属  別 条 例 定 数 
実  人  員 

合 計 一般職員 教 員 

 

総 数 

人 人 人 人 

21,213 
18,807  

〈671〉 
12,303  

〈539〉 
6,504 

〈132〉 

市 長 の 事 務 部 局 の 職 員 7,279 
6,978  

〈315〉 
6,978  

〈315〉 
－ 

議 会 の 事 務 部 局 の 職 員 40 37 37 － 

選挙管理委員会の事務部局の職員 34 31 31 － 

監査委員の事務部局の委員 26 24 24 － 

教育委員会の事務部局及び教

育委員会の所管に属する教育

機関の職員 

8,922 
（ う ち 教 員 7, 5 5 6） 

7,243 
〈190〉 

739 
〈58〉 

6,504 
〈132〉 

人事委員会の事務部局の職員 17 16 16 － 

農業委員会の事務部局の職員 
13 

7  

〈2〉 

7  

〈2〉 
－ 

消 防 職 員 1,723 
1,562  

〈35〉 
1,562  

〈35〉 
－ 

交 通 事 業 の 職 員 2,026 
1,880  

〈45〉 
1,880  

〈45〉 
－ 

上 下 水 道 事 業 の 職 員 1,133 
1,029  

〈84〉 
1,029  

〈84〉 
－ 

 
注：１ 実人数には、休職者等（条例定数外）を含む。 
  ２ 教育委員会の事務部局及び教育委員会の所管に属する教育機関の職員の実人員は、 
   教育長を含む。 
  ３ 消防職員の実人員は、消防局長を含み、初任教育中の職員を除く。 
  ４ 〈 〉は再任用職員数（条例定数内。外数）である。ただし、再任用短時間職員の数

については、1 週間の勤務時間が 38 時間 45 分につき 1 名として算定している。 
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３ 本市の財政運営 

本市では、新京都戦略に掲げる「安定した財政運営」及び「将来世代に配

慮した財政運営」を着実に推進しています。令和 8 年度当初予算において

も、収支均衡予算を継続して編成するとともに、公債償還基金の計画外の取

崩しに係る過去負債の返済については、10 億円を計上しており、今後の補正

予算と合わせて、計画どおり年 35 億円を目安に返済を行うこととしていま

す。これにより、過去負債の残高は令和 8 年度予算計上時点で 390 億円とな

っています。  

一方、本市を取り巻く財政環境は依然として予断を許さない状況にあり、

機械的に試算した中長期の財政収支試算結果によれば、今後も、一般財源収

入は増加が見込まれるものの、社会福祉関連経費、人件費、公債費といった

義務的な経費も増加し、その結果、それ以外の歳出はほぼ横ばいで推移する

見込みとなっているところです。 

今後の行財政運営については、歳出抑制に軸足を置いた財政運営ではなく、

京都のまちの魅力や市民生活の豊かさの更なる向上を図り、担税力の強化、ひ

いては持続可能な行財政の確立につなげてまいります。このため、市民参加・

協働の下、京都の目指すまちの姿を共有し、財政状況の見える化を図り、市民

に御理解いただけるよう、わかりやすく伝えてまいります。また、限りある財

源と人員を、京都の価値・値打ちを高める施策へ重点的に配分するとともに、

社会経済情勢等に応じた不断の点検や、デジタル技術の積極的な活用など、し

ごとの仕方改革を強力に進め、業務や経費の効率化・最適化を一層進めてまい

ります。さらに、将来世代の負担軽減により、将来負担を適切にコントロール

してまいります。 

 

４ 令和 8 年度予算の概要 

⑴  予算編成方針 

令和 8 年度当初予算は、2050 年を展望した京都のまちの羅針盤となる「京

都基本構想」の策定（令和 7 年 12 月）を受け、構想の理念や価値観を拠り

所に改定する「新京都戦略」に掲げる政策をスピード感を持って進めてい

く観点から編成しました。令和 8 年度当初予算は『すべての人に「居場所」
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と「出番」がある突き抜ける世界都市の実現に向けて京都の未来を切り拓

く予算』として位置付けています。  

本予算では、「市民生活第一の徹底」を基本姿勢としたうえで、京都の本

質的な価値・魅力を未来に継承し、更に高めていく施策や、中長期的な課題

への解決に向けて挑戦していく施策に、限りある財源を重点的に配分する

とともに、必要となる執行体制の強化を図ってまいります。 

⑵  概要 

令和 8 年度予算は、これまでの財政健全化の流れを確かなものとするた

め、収支均衡予算を継続して編成しました。一般会計の予算規模は 1 兆 80

億円（対前年度比＋504 億円、＋5.3%）となり、過去最大規模の編成となっ

ています。全会計の合計規模においても 1 兆 9,715 億円（対前年度比＋993

億円、＋5.3%）と過去最大を更新しました。 

 

⑶  予算の規模 

 

⑷  政策ごとの主な取組 

ア 新たな魅力・価値を創造し続けるまち 

（ア）次代の担い手・支え手へつなげる機会の充実及び多彩な人々の交ざり 

合いの促進 

（イ）持続可能な文化財保護に向けた基盤づくり及び未指定文化財の滅失 

防止に向けた機運醸成 

（ウ）多様で奥深いほんまもんの京都の魅力を活かした本質的な価値・魅力 

をつなぐ「観光」の推進 

（単位：億円、％）

増△減額 増△減率

全会計 18,723 19,715 993 5.3%

一般会計 9,575 10,080 504 5.3%

特別会計 6,496 6,929 433 6.7%

公営企業会計 2,651 2,707 56 2.1%

※ 表示単位未満を端数処理しているため、差引きの数値が一致しない場合がある。

対前年度増△減令和7年度 令和8年度
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（エ）観光課題対策を着実に実施し、市民生活と観光の調和・両立に向けた 

機運を醸成 

 

イ 包摂性が高く誰もが生き生きと活躍できるまち 

（ア）身近な公共空間で、多様な人々が交ざり合い、自律的につながること 

ができる機会の創出 

（イ）福祉を支える支援体制の構築と社会参加の促進に向けた支援 

（ウ）市民の健康づくりと高齢者等の社会参加の推進 

（エ）京都市立病院の持続可能な運営体制の構築 

（オ）クリエイティブ人材の呼び込みと環境整備、グローバルに活躍できる 

企業・人材の育成 

（カ）多文化共生社会における相互理解・相互尊重の促進と受入環境整備 

ウ 都市の活力と成長を支える産業が育つまち 

（ア）地域企業の生産性向上・販路拡大・海外進出等への支援 

（イ）企業の担い手確保・定着支援 

（ウ）世界と社会にインパクトを与えるスタートアップの創出・成長支援 

（エ）「オフィス空間・産業用地の創出」と「企業立地支援」を両輪とした 

企業立地の促進 

エ 未来を担う子ども・若者を社会全体で共にはぐくむまち 

（ア）保育の質の向上や負担軽減などによる子育て環境の充実 

（イ）多様な学びや体験など、京都ならではの教育環境の向上 

（ウ）支援を要する子ども・若者やその家族への寄り添い支援 

オ 自然環境と調和する持続可能なまち 

（ア）脱炭素・資源循環・生物多様性の一体的な推進 

（イ）京都ならではの交通ネットワークの形成 

  カ 安心安全で災害に強いレジリエントなまち 

（ア）「災害に強いまちづくり」(ハード整備)の推進 

（イ）避難生活環境・地域防災力の向上 

（ウ）迅速かつ的確に対応できる消防救急体制の確保 
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⑸ 会計別予算額 
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⑹ 一般会計歳入予算内訳 
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⑺ 一般会計歳出予算の内訳 

ア 行政目的別内訳 
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イ 経費性質別内訳 
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